




















































































と刑事政策の危機についての研究（Strafrecht und Risiko:Untersuchungen zur Krise von
 
Strafrecht und Kriminalpolitik in der Risikogesellschaft）』（1993年）において、社会学
上の「リスク社会」論を批判的に検討することを通じて、人格的法益論の立場を展開してい
る。
(11) Cornelius Prittwitz,Begrenzung des Wirtschaftsstrafrechts durch die Rechtsgutsle-
hre, sowie die Grundsa?tze der ultima ratio, der Bestimmtheit der Tatbesta?nde, des
 
Schuldgrundsatzes, der Akzessorieta?t und der Subsidiarita?t, Eberhard Kempf/Klaus
早法88巻３号（2013）282
「企業家の行為の自由、経済的観点、刑法的限界、倫理的制限（Die Handlungs-
freiheit des Unternehmers,wirtschaftliche Perspektiven,strafrechtliche Grenzen und
 
ethische Schranken）」と題するシンポジウム（フランクフルト大学法・経済研究所



























Lu?derssen/Klaus Volk,Die Handlungsfreiheit des Unternehmers-Wirtschaftliche Per-











































Vgl.Beckemper,Diskussionsbeitra?ge der Strafrechtslehrertagung 2007in Osnabru?ck,
ZStW 119(2007)S.959ff.,966.
(14) Lu?derssen,Einleitung, in ders.(Hrsg.)Aufgekla?rte Kriminalpolitik oder Kampf-
gegen das Bo?se?Band I:Legitimationen,S.70f.




































(16) Vgl.nur Roxin,Strafrecht AT I,4.Aufl.,2006,S.14ff.
(17) Vgl.die Beitra?ge in Neumann/Prittwitz (Hrsg.),,Personale Rechtsgutslehre“und
,,Opferorientierung im Strafrecht“,2007.
(18) Vgl.zusammenfassend Roxin,Strafrecht AT I,4.Aufl.,2006,S.14ff.
(19) Vgl.dazu z.B.Frisch,An den Grenzen des Strafrechts,in FS W.Stree/J.Wessels
 
zum 70.Geburtstag,1993,S.72ff.
(20) Vgl.etwa die Arbeiten von Fu?rhoff,Kapitalmarktrechtliche Ad hoc-Publizita?t zur
 
Vermeidung von Insiderkriminalita?t:die Notwendigkeit einer kapitalmarktrechtlich
 
orientierten Ad hoc-Publizita?tsnorm zur Legitimation eines strafrechtlichen Insider-


































(21) Vgl.zahlreiche Nachweise dafu?r im Literaturbericht ,,Wirtschaftsstrafrecht“von
 




















































テン語のバージョンである「責任なければ刑罰なし（nulla poena sine culpa）」と
いう標語もまた、賢明な制約を示唆している。正義の観点においても、効果の観
点においても、刑法的な無価値評価や制裁は、それらが責任のあることに向けら
れている場合に意味があると考えられるのである。
５ 経済刑法の位置づけ及び経済刑法の限界
経済刑法もあくまで刑法であり、経済刑法は刑法を制限する諸原理の試験台
（Pru?fstand）でなければならない。そして、経済刑法は、なによりも関係する諸
原則を満たすこと、すなわち適切性を示すことが必要である。
そして、経済刑法が保護法益を視野に入れ、現代のならず者条項（Schur-
kenparagraph）である「義務違反犯罪（Pflichtverletzungsdelikt）」に変化しない
限り、また、関係する法領域への経済刑法の関連付けや、第一次的な規制の優位
性が考慮されている限り、そして経済刑法の立法者にとって煩わしい障害物であ
る明確性原則や責任原則が存在している場合にのみ、問題が生じないと考えられ
るのである。
Ⅲ 若干のコメント
１ 本論文は従来議論されてきた刑法上の諸原則につき、経済刑法の場面では
それらがどのような意義を有するのかを検討するものであり、従来必ずしも十分
には論じられてこなかった点についても明らかにしている点で有意義である。ま
た、法益論や従属性原則に対して現在向けられている批判に対する反論がなされ
ている点でも興味深い。
２ プリトヴィッツは、法益概念の内容を個人の人格から導くという「人格的
法益論」を構想することを主張している。そのうえで、この立場は刑事政策の議
論に使用可能な素材を提供し、刑法や新たに生じた犯罪化状況に対して自由主義
的な性格付けをすることができるとしている。一方、近年我が国においては特に
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経済刑法や環境刑法を念頭に、法益の内容を抽象化し、何らかの制度自体が保護
法益となるとする
(23)
見解や、この発想をさらに推し進めて、「国民が遵守を求めら
れる行動ルールこそが刑事法の領域における（究極の）保護法益である」とする
(24)
見解も有力になっている。
しかし、これらの見解は法益と個人との間のつながりを軽視する結果、もっぱ
ら立法を事後的に是認するのみに陥る可能性は否定できないであろう。とりわ
け、この問題は過剰規制を排除する要請が高い経済刑法の分野において顕著に表
れる。これに対して、プリトヴィッツの立場は、一定の立法批判機能を有してい
るうえ、検証可能性の高い内容となっており基本的に妥当な方向を示していると
考えられる。
３ 次に、従属性原則に関連して、ドイツにおけるマンネスマン
(25)
事件を念頭に
置き、経済刑法の解釈も他の法領域の解釈に従属する必要があるとして、経済刑
法上の問題をもっぱら刑法に特有の概念や基準によって評価することは妥当でな
いとされている。たしかに、経済刑法も刑法の一場面である以上、他の法領域に
おける評価を尊重すべきであることは疑い
(26)
ない。
しかし、仮に行為者が禁止の内容を認識できない場合があり得るとしても錯誤
を理由として処罰から解放することも可能であることを考慮すると、ここまで厳
格に評価の従属性を強調することが妥当であるかという点については、検討の余
地があるのではないかと思われる。
４ さらに、最終手段性原則に関連して、経済刑法を拡張的なものとすること
はインフレ的な（過剰な）刑法でもあることにつながるとされている。この点に
ついては、経済刑法においては過剰規制の回避が強く求められる上、刑罰の社会
統制の手段としての側面からは機能的に優れた内容とする必要が高まることか
ら、基本的に妥当であると考えられる。
もっとも、現実には経済事案においては民事上・行政上の措置では不十分な場
(23) 京藤哲久「経済刑法の構成要件と合目的的解釈」刑法雑誌30巻１号（1990年）96頁。
(24) 上田正和「保護法益論（Rechtsgutstheorie）の行方と展望」大宮ローレビュー７号
（2011年）24頁。
(25) マンネスマン事件について言及する主要な邦語文献として、正井章筰「企業買収におけ
る経営者への功労金の支払い―マンネスマン訴訟に見るドイツのコーポレート・ガバナンス
と刑事司法制度―」早稲田法学82巻３号（2007年）59頁以下、マリア・フォン・ティッペル
スキルヒ（佐川友佳子訳）「ドイツにおける経済刑法の問題：２つの事例」香川法学31巻
１・２号（2011年）41頁以下。
(26) 我が国においても、経済刑法の解釈を刑法に特有の基準によって行うことには慎重であ
るべきとする趣旨の指摘がなされている（松宮孝明「経営判断と背任罪」立命館法学307号
（2006年）108-109頁）。
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合（たとえば、潜在的には価値を有するものの、市場からはいまだ価値を認められてい
ない企業秘密（失敗した実験データ等）を従業員が故意に外部に漏えいした
(27)
場合等）も
少なくなく、最終手段である刑罰の発動が期待されることも事実上多いと思われ
る。
５ 最後に、明確性原則および責任原則に関して、公正の観点のみならず、刑
罰の感銘力の発揮という機能からも基礎づけられている点についても、妥当であ
ると思われる。我が国においては、脱法行為を補足する必要性から、明確性の程
度の低い法規が用いられることが少なくない（金融商品取引法における不公正取引
に関する禁止
(28)
条項やインサイダー取引規制に関する包括
(29)
条項等）が、刑罰の機能から
見ればある程度行為者（ここでは投資家）がルールを理解できる文言とすること
が要請されることになろう。また、我が国の経済刑法の領域においては、現在の
ところ責任原則を逸脱すると考えられる規定は見当たらないが、処罰の確実性を
担保するためにそのような規定を設けるべきとする声が高まる余地がない訳では
ない。現に、経済事案においては特に規制の実効性を確保する要請が高いことを
理由に、伝統的な責任主義から脱却するべきとの主張も見られるところで
(30)
ある。
しかし、そのような方向性に対して、プリトヴィッツの指摘は重要な警告を発し
ているように思われる。
６ 以上のようにプリトヴィッツの見解には優れた指摘が多く含まれている
が、経済刑法の立法及び解釈を厳しく制限することを主張しているが故に、現実
的妥当性を著しく欠く結果とならないよう、違法行為の取り締まりを実効的なも
のとするべく慎重な検討が不可欠である。今後は、民事的手段や行政的手段、場合
によっては自主規制ルール等も視野に入れ、自由の保障と規制目的の達成という
調整が困難な２つの要請をいかにして実現するかを検討することが求められよう。
(27) このような場合、我が国においては「営業秘密を保有者から示された者であって、その
営業秘密の管理に係る任務に背いて〔中略〕領得した営業秘密を、不正の利益を得る目的
で、又はその保有者に損害を加える目的で、その営業秘密の管理に係る任務に背き、使用
し、又は開示した者」（不正競争防止法21条１項４号）または「営業秘密を保有者から示さ
れたその役員〔中略〕又は従業者であって、不正の利益を得る目的で、又はその保有者に損
害を加える目的で、その営業秘密の管理に係る任務に背き、その営業秘密を使用し、又は開
示した者」（同法21条１項５号）に該当し、刑事罰の対象となり得る。
(28) 金融商品取引法157条１号 有価証券の売買その他の取引又はデリバティブ取引等につ
いて、不正の手段、計画又は技巧をすること。〔後略〕
(29) 金融商品取引法166条２項４号 前３号に掲げる事実を除き、当該上場会社等の運営、
業務又は財産に関する重要な事実であつて投資者の投資判断に著しい影響を及ぼすもの
(30) 越知保見『独禁法事件・経済犯罪の立証と手続的保障―日米欧の比較と民事・行政・刑
事分野の横断的研究』（成文堂、2013年）426頁以下。
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